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 この報告書は、平成２９年度における本県の県民経済計算を取りまとめた 

ものです。 

 県民経済計算は、本県における一年間の様々な経済活動の成果を、生産・分

配・支出の三面の経済循環から体系的に把握し、経済の規模、産業構造、県民

所得水準など県経済の実態を総合的に表したもので、国民経済計算（いわゆる

ＧＤＰ統計）の県版に当たります。 

 現行の県民経済計算は、国民経済計算の考え方や仕組みに準じて作成して 

おり、基本的には平成２１年に国際連合で採択された[System of National 

Accounts 2008 （2008SNA）]に基づいて推計を行っています。 

 本書を各種行政施策や経済分析等の基礎資料として、幅広く活用していただ

ければ幸いです。 

なお、本県では、内閣府経済社会総合研究所が示す「県民経済計算標準方式

（平成２３年基準版）」及び「県民経済計算推計方法ガイドライン（平成２３年

基準版）」に準拠して推計しておりますが、精度の向上に今後も努めて参りたい

と考えております。 

終わりに、この推計に当たりまして、貴重な資料の御提供及び御指導をいた

だきました関係各位に対し、厚く御礼を申し上げますとともに、今後とも一層

の御指導、御協力をお願いいたします。 

 

 

令和２年３月 

 

 

山梨県 県民生活部 統計調査課  



利 用 に 当 た っ て 

 

１  県民経済計算は、本県における経済活動の成果を、生産・分配・支出の三

面の経済循環から体系的に把握し、経済の規模、産業構造、県民所得水準な

ど県経済の実態を総合的に表したものです。 
    

２ 県民経済計算は、国際連合統計委員会の勧告[System of National Accounts 

2008（2008SNA）]に基づき内閣府が示した「県民経済計算標準方式（平成

２３年基準版）」及び「県民経済計算推計方法ガイドライン（平成２３年

基準版）」に準拠して、推計しています。 
 

３  県民経済計算は、基幹統計などの統計調査のほか、関係機関の決算書や直

接照会により得られる多くのデータを用いて推計していますが、統計調査の

中には毎年実施されないものも多く、実施されない期間（中間年次）につい

ては、統計的処理により求めた数値を用いています。このため、新しい調査

結果が公表された時は、そのデータを使って過去に遡り改定しています。 

また、同時に、精度向上を図るため、推計方法についても絶えず見直しを行

い、平成１８年度まで遡って再推計しているため、過去に公表した数値と異

なったものとなっています。このため、過去の計数を必要とする場合には本

報告書を御利用ください。 

なお、平成１７年度以前（平成１７年基準）と平成１８年度以降（平成２３

年基準）では推計方法が異なっているため、比較が困難であることに御注意く

ださい。 
 

４  １人当たり県民所得は、「県民雇用者報酬、財産所得、企業所得」により構

成されている県民所得を、各年１０月１日現在の総人口（国勢調査が行われ

た年は国勢調査、中間年は総務省統計局「人口推計」）で除したものです。し

たがって１人当たり県民所得は、企業所得なども含む県経済全体の水準を表

すものであって、個人の給与や実収入額などとの比較はできませんので御注

意ください。 
 

５  在庫品に関する数値は、在庫品評価調整（期首、期末の帳簿価格の差額と

して得られる名目的な在庫の増減から、期中における価格変動による増減分

を除き、在庫の実質的な増減のみを取り出すための調整計算のこと。）後のも

のです。 
 

６  四捨五入の関係で、各表における内訳の合計が総数と一致しない場合が 

あります。 
 

７  表中の記号の用法は、次のとおりです。 

「０.０」：単位未満 

「－」 ：該当数字なし又は計算していない 

「△」 ：負数 
 

８  本報告書で表章している国の計数は、『平成２９年度国民経済計算年報』 

（内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部編 令和元年７月発行）によ 

るものです。



(1) 産　　出　　額

　（市場価格表示）

(2) 県内総生産（生産側）

　（市場価格表示）

(3) 県内純生産

　（市場価格表示） 生産・輸入品に課される税

（控除）補助金

(4) 県民総所得

　（市場価格表示）

(5) 県民純生産

　（要素費用表示）

(6) 県民所得（分配）

　（要素費用表示）

民間最終消費支出 ＋ 政府最終消費支出 ＋ 県内総資本形成

(7) 県内総生産（支出側）

　（市場価格表示） ＋ 財貨･ｻｰﾋﾞｽの移出入（純） ＋ 統計上の不突合

(8) 県民総所得

　（市場価格表示）

  注　・各項目の枠は、例示であり、枠の大きさと実際の数値とは関連がありません。

　　　・四捨五入の関係で、内訳の合計が総計と一致しない場合があります。

　○　(2)県内総生産（生産側）（市場価格表示）＝(1)産出額－中間投入額＝(7)県内総生産（支出側）

　○　(3)県内純生産（市場価格表示）＝(2)県内総生産－固定資本減耗

　○　県内純生産（要素費用表示）＝(3)県内純生産（市場価格表示）－(生産・輸入品に課される税－補助金）

　○　(5)県民純生産（要素費用表示）＝県内純生産（要素費用表示）＋県外からの所得(純)＝(6)県民所得（分配）

　○　(4)県民総所得＝(2)県内総生産（市場価格表示）＋県外からの所得(純)

　３兆５,０２０億円 ７０３億円 ３兆４，３１８億円

財産所得（非企業部門）　１，１０２億円

支
　
出
　
面

７，２１１億円 ９，３６２億円

　３兆４,３１８億円 ５８５億円 △１，３５４億円

県外からの
所得（純）

県内総生産 （支出側）

１兆８，５１４億円

分
 

配
 

面

県民雇用者報酬
企業
所得

　２兆４，４７４億円 １兆５，７６８億円 ７，６０３億円

県外からの
所得（純）

県内雇用者報酬
営業余剰･
混合所得

　２兆４，４７４億円 ７０３億円 １兆５，３０６億円 ８，４６５億円

生
　
　
産
　
　
面

県内純生産　（市場価格表示） 固定資本減耗

　３兆４,３１８億円 ２兆６，１９４億円 ８，１２３億円

県内純生産　（要素費用表示）

　２兆６,１９４億円 ２兆３，７７１億円

２，４２３億円

県外からの
所得（純）

県内総生産 （生産側）

　３兆５,０２０億円 ７０３億円 ３兆４，３１８億円

県民経済計算の相互関連図

（数値は、平成２９年度：名目値）

付　　加　　価　　値 　中間投入

　６兆６,２５８億円 ３兆４，３１８億円  ３兆１，９４０億円



 
 

 

※就業地ベース

　（注）　１　    は財貨・サービスの処分等を、    は所得の処分等を示しています。　
     　 　２　県外からの資本移転は考慮していません。　　　

          ３　記載数字は名目値です。

          ４　端数処理により、内訳の合計が総計と一致しない場合があります。

うち雇用者数 －固定資本減耗 8.1

344 千人

非金融資産の増加 1.3

非金融資
産の増加

409 千人

1.3 県内総資本形成 9.4

 

固定資本減耗

8.1

資　本 就業者数

貯蓄

8.1 4.34.2

 

2.4 2.4 8.1

固定資本減耗

　県民総所得 35.0
34.3

固定資本減耗
31.1

25.7
生産・輸入品に
課される税－補
助金 （A）

(A)＋県外からの所得(純) 0.7
26.9

県外からのその他
の経常移転(純)

31.9 8.5

県内雇用者報酬
24.5

　県内総生産（生産側） 34.3 15.3

  
0.7

　産出額 66.3

県
内
総
生
産

 
（

付
加
価
値
）

営業余剰・混合所得   
－中間投入

9.4

  
県外からの所得

(純)
要
素
費
用
表
示

の
　
県
民
所
得

市
場
価
格
表
示
の

県
民
所
得

県
民
可
処
分
所
得

最
終
消
費
支
出

  

　県民総所得 35.0

最終消費支出   

66.3 31.9  政府最終消費支出 7.2 　在庫変動 0.1

＋統計上の不突合 △ 1.4

 民間最終消費支出 18.5 　総固定資本形成 9.2
　県内総生産（支出側） 34.3

0.6 ＋県外からの所得(純) 0.7

66.3 66.2（統計上の不突合を含む）

産出額 中間消費
最終消費支出 25.7 県内総資本形成 9.4

財貨・サービス
の移出入（純）

　最終消費支出 25.7
費用負担に関する集計量

＋県内総資本形成 9.4

平成２９年度山梨県経済の循環　（名目）

（単位：千億円）

　現実最終消費

＋財貨・サービスの移出入
（純）

0.6

中間投入 現実最終消費
便益享受に関する集計量

 家計現実最終消費 22.9
31.9

県内総資本形成

　最終消費
 政府現実最終消費 2.8

25.7

財貨・サービスの供給

県

外

(参考)現実最終消費

財貨・サービスの需要

県 外

(参考)県内総生産（支出側）

(参考)県内総生産（生産側）

平成29年度

労働

生
産
要
素
の
投
入

県

外

資本 (参考)非金融資産の増加

平成29年度の資本取引

県

外

要素費用表示：労働、土地、資本の生産要素の費用

(雇用者報酬、財産所得、営業余剰・混合所得)

市場価格表示：市場で取引される価格

財貨・サービスの供給

県

外

(参考)現実最終消費

財貨・サービスの需要

県 外

(参考)県内総生産（支出側）

(参考)県内総生産（生産側）

労働

生
産
要
素
の
投
入

県

外

資本 (参考)非金融資産の増加

県

外

要素費用表示：労働、土地、資本の生産要素の費用

(雇用者報酬、財産所得、営業余剰・混合所得)

市場価格表示：市場で取引される価格
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１ 国民経済計算 
 

平成２９年度の国内総生産は、名目では５４７兆４，０８５億円で、対前年度 

増加率（＝名目経済成長率）２．０％と６年連続のプラス、実質（物価変動を除

く・連鎖方式）では５３１兆６，７８１億円で、対前年度増加率（＝実質経済成

長率）１．９％と３年連続のプラスとなった。 

国内総生産（支出側）のデフレーターは、１０３．０で、２年ぶりに前年度か 

らプラスとなった。 

生産面（名目、暦年）では、第一次産業のシェアは１.２％と横ばい、第二次産 

業は２６．７％と２年ぶりに上昇、第三次産業は７２．１％と５年ぶりに低下し

た。 

分配面の国民所得（要素費用表示）では、対前年度増加率３．３％の４０４兆 

１，９７７億円となった。１人当たり国民所得は、同３．５％の３１９万円となっ

た。 

支出面の実質（物価変動を除く・連鎖方式)では、民間最終消費支出が対前年度 

増加率１．０％の２９８兆８，６７９億円、政府最終消費支出は同０．４％の   

１０６兆４，２３４億円となった。輸出は同６．４％の８１兆３，９４１億円と

なり、輸入は同４．１％の９２兆７，５０９億円となった。 
 

※ デフレーター ‥‥ 名目値から物価変動分の影響を除いた実質値を換算するため      

に用いられる指数。詳細は５３ページ「第３編 県民経済計算

のしくみ」を参照 

（資料：内閣府「平成２９年度国民経済計算年報」） 

 
 

 

２ 県民経済計算 

 

 （１）県内総生産（生産側） 

 

（表－１、２、３）（図－１、２、３） 

・県内総生産（生産側）は、名目で総額３兆４，３１８億円、対前年度増加率    

(＝名目経済成長率）３．４％（１，１３５億円増）であった。 

・産業別対前年度増加率は、第一次産業３．２％、第二次産業６.０％、第三次産

業１.４％であった。 

・産業別構成比は、第一次産業が１.９％（前年度１.９％）、第二次産業が製造業

のシェアの上昇により３８.１％（同３７.２％）、第三次産業が卸売・小売業な

どのシェアの下降により５９．６％（同６０.８％）であった。 

・対前年度増加率（３.４％）の内訳を見ると、次のとおりである。 

①  製造業が、増加率６.５％、寄与度２.０％であった。（電子部品・デバイス

などが増加した。） 

② 公務が、増加率５.６％、寄与度０.３％であった。（公務全体が増加した。） 

③ 建設業が、増加率３.７％、寄与度０.３％であった。（建設業全体が増加し

た。） 
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（表－４）（図－４） 

・実質（物価変動を除く・連鎖方式）では、総額３兆３，４５８億円、対前年度増

加率（＝実質経済成長率）３．９％（１，２６６億円増）と、４年連続で国の成

長率を上回った。 

・また、県内総生産のデフレーターは下降し１０２．６となった。 

 

 （２）県民所得（分配） 

 

（表－５、６）（図－５、６） 

・県民所得（要素費用表示）は、総額２兆４，４７４億円で、対前年度増加率は３．２％

（７５４億円増）であった。 

・対前年度増加率（３．２％）の内訳を見ると、次のとおりである。 

① 県民雇用者報酬が、０．４％と２年ぶりの増加、増加寄与度０．２％であっ

た。（雇主の社会負担が増加した。） 

② 財産所得が、増加率６．８％と２年連続の増加、増加寄与度０．３％であっ

た。（一般政府が増加した。） 

③ 企業所得が、増加率９．０％と３年連続の増加、増加寄与度２．６％であっ

た。（民間法人企業が増加した。） 

・項目別構成比は、県民雇用者報酬が６４．４％（前年度６６．２％）、財産所得

が４．５％（同４．４％）、企業所得が３１．１％（同２９．４％）であった。 

（表－６）（図－６） 

・１人当たり県民所得は２，９７３千円で、対前年度増加率４．０％（１１万４千

円増）と３年連続の増加であった。また、１人当たり国民所得を１００とした水

準は９３．２となり、前年度（９３．０）から０．２ポイントと３年連続で上昇

した。 

 

 （３）県内総生産（支出側） 

 

（表－７、８、９）（図－７、８） 

・県内総生産（支出側）は、名目で総額３兆４,３１８億円、対前年度増加率３.４％

（１，１３５億円増)となった。 

・対前年度増加率（３．４％）の内訳を見ると、次のとおりである。 

① 民間最終消費支出は、増加率１．８％と２年ぶりの増加、寄与度１．０％で

あった。（住居・電気・ガス・水道、その他などが増加した。） 

② 政府最終消費支出が、増加率１．２％と４年連続の増加、寄与度０．３％で

あった。 

③ 県内総資本形成が、増加率△６．０％と３年ぶりの減少、寄与度△１．８％

であった。（民間企業設備、公的企業設備などが減少した。) 

民間企業設備は△８．１％、５１４億円減少であり、寄与度△１．５であっ

た。 

・項目別構成比は、民間最終消費支出が５３．９％（前年度５４．８％）、政府最

終消費支出が２１．０％（同２１．５％）、県内総資本形成が２７．３％

（同３０．０％）であった。 
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（参考） 本県経済の概況 

 平成２９年度の本県に関連する主な出来事は次のとおりである。    

 

7 月～12 月 

 

知事が観光交流促進や県産品販路拡大等の海外トップセールス 

台湾（７月）、ベトナム（１０月）、インドネシア（１２月） 

 8 月 城東バイパスが開通、甲府駅南口駅前広場が供用開始 

10 月 やまなし子ども・子育て支援条例を施行 

10 月 甲武信ユネスコエコパークの登録を申請 

12 月 

3 月 

(社)水素供給利用技術協会の水素技術センターが運用開始 

やまなし水素エネルギー社会実現ロードマップを策定 

2～3 月 東京オリンピック自転車競技ロードレースの県内通過決定 

3 月 西関東連絡道路・甲府山梨道路Ⅱ期区間が全線開通 

その他 

平成２９年１０月１日現在の県の人口は、８２３，３３３人 

為替レート(年度平均)１ドル＝１１０．８円（２．４円安） 

観光客実人数 (暦年) ３２，１６２千人（０．４％増） 

有効求人倍率（年度平均）１．４１倍（０．１８ポイント上昇） 

甲府市消費者物価指数（暦年平均）９９．９（０．３％増） 

（資料：山梨県、山梨労働局、日本銀行、新聞各紙） 
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３　関連指標

項　　　　　　　　　目 単　位 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

2006 2007 2008 2009

１　 名　目　県　内　総　生　産 百万円 3,393,183 3,379,675 3,261,729 3,027,497

２　 実質県内総生産（連鎖方式） 百万円 3,160,658 3,190,285 3,116,252 2,910,091

３　 県　民　所　得　（ 分　配 ） 百万円 2,453,552 2,420,338 2,275,978 2,135,183

４　 １ 人 当 た り 県 民 所 得 千円 2,787 2,760 2,614 2,463

山 ５　 １人当たり民間最終消費支出(名目) 千円 2,130 2,151 2,194 2,075

６　 県民雇用者１人当たり県民雇用者報酬 千円 4,746 4,722 4,646 4,468

７　 県内就業者１人当たり県内純生産 千円 5,429 5,430 5,169 4,804

梨 　①　第　一　次　産　業 千円 1,014 1,099 1,137 1,137

　②　第　二　次　産　業 千円 6,227 6,110 5,704 4,475

　③　第　三　次　産　業 千円 5,633 5,667 5,424 5,399

県 ８　 １ｋｍ
2
当たり県内純生産 百万円 539 533 500 458

９　可住地1km
2
当たり県内純生産 百万円 2,534 2,502 2,350 2,154

10  総　　　　人　　　　口 人 880,302 876,797 870,658 866,916

11 世　　　　帯　　　　数 世帯 323,446 325,347 326,821 328,320

12　総　　　　面　　　　積 km2 4,465.37 4,465.37 4,465.37 4,465.37

13　可　 住　 地　 面　 積 km
2 950.33 950.33 950.33 950.33

1'　名　目　国　内　総　生　産 十億円 529,033.5 530,922.9 509,482.0 491,957.0

国 2'　実質国内総生産（連鎖方式） 十億円 499,433.4 505,429.1 488,074.7 477,431.6

3'　国　民　所　得　（ 分　配 ） 十億円 392,351.9 392,283.1 364,051.0 353,413.5

4'　１ 人 当 た り 国 民 所 得 千円 3,068 3,065 2,843 2,760

項　　　　　　　　　目 １９年度 ２０年度 ２１年度

2007 2008 2009

１　 名　目　県　内　総　生　産 △ 0.4 △ 3.5 △ 7.2

２　 実質県内総生産（連鎖方式） 0.9 △ 2.3 △ 6.6

３　 県　民　所　得　（ 分　配 ） △ 1.4 △ 6.0 △ 6.2

４　 １ 人 当 た り 県 民 所 得 △ 1.0 △ 5.3 △ 5.8

山 ５　 １人当たり民間最終消費支出(名目) 1.0 2.0 △ 5.4

６　 県民雇用者１人当たり県民雇用者報酬 △ 0.5 △ 1.6 △ 3.8

７　 県内就業者１人当たり県内純生産 0.0 △ 4.8 △ 7.1

梨 　①　第　一　次　産　業 8.4 3.5 0.0

　②　第　二　次　産　業 △ 1.9 △ 6.6 △ 21.5

　③　第　三　次　産　業 0.6 △ 4.3 △ 0.5

県 ８　 １ｋｍ2当たり県内純生産 △ 1.1 △ 6.2 △ 8.4

９　可住地1km
2
当たり県内純生産 △ 1.3 △ 6.1 △ 8.3

10　総　　　　 人 　　　　口 △ 0.4 △ 0.7 △ 0.4

11　世　　　　 帯　　　　 数 0.6 0.5 0.5

12　総　　　　 面　　　　 積 0.0 0.0 0.0

13　可　 住　 地　 面　 積 0.0 0.0 0.0

1'　名　目　国　内　総　生　産 0.4 △ 4.0 △ 3.4

国 2'　実質国内総生産（連鎖方式） 1.2 △ 3.4 △ 2.2

3'　国　民　所　得　（ 分　配 ） △ 0.0 △ 7.2 △ 2.9

4'　１ 人 当 た り 国 民 所 得 △ 0.1 △ 7.2 △ 2.9

実　　　　　　　　数

対  前  年  度  増  加  率 　（％）
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２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

3,224,167 3,198,028 3,035,883 3,091,323 3,127,559 3,253,389 3,318,265 3,431,756 １

3,169,828 3,199,904 3,046,324 3,104,580 3,095,860 3,167,694 3,219,260 3,345,844 ２

2,363,871 2,379,044 2,241,761 2,321,642 2,233,015 2,314,482 2,371,984 2,447,366 ３

2,739 2,775 2,630 2,740 2,655 2,772 2,859 2,973 ４

2,078 2,087 2,105 2,159 2,132 2,193 2,191 2,249 ５

4,489 4,454 4,454 4,408 4,401 4,462 4,516 4,516 ６

5,337 5,332 5,096 5,299 5,150 5,338 5,585 5,814 ７

1,391 1,428 1,561 1,478 1,386 1,589 2,016 2,127 ①

6,175 6,238 5,656 6,453 6,067 6,487 6,823 7,443 ②

5,416 5,381 5,251 5,226 5,177 5,262 5,412 5,476 ③

502 503 478 497 482 499 512 532 ８

2,356 2,357 2,241 2,328 2,259 2,333 2,397 2,491 ９

863,075 857,449 852,320 847,226 841,125 834,930 829,708 823,333 10

327,721 328,891 330,120 331,329 332,966 330,976 333,262 335,056 11

4,465.37 4,465.37 4,465.37 4,465.37 4,464.99 4,465.27 4,465.27 4,465.27 12

952.35 952.35 952.35 952.35 952.42 954.38 954.38 954.38 13

499,428.9 494,042.5 494,369.8 507,255.2 518,235.2 532,983.0 536,795.0 547,408.5 1'

493,029.7 495,280.1 499,323.9 512,534.7 510,704.0 517,426.3 521,978.9 531,678.1 2'

361,895.3 358,414.7 359,779.9 374,227.1 379,450.9 390,025.3 391,185.6 404,197.7 3'

2,827 2,805 2,820 2,938 2,983 3,069 3,082 3,190 4'

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

6.5 △ 0.8 △ 5.1 1.8 1.2 4.0 2.0 3.4 １

8.9 0.9 △ 4.8 1.9 △ 0.3 2.3 1.6 3.9 ２

10.7 0.6 △ 5.8 3.6 △ 3.8 3.6 2.5 3.2 ３

11.2 1.3 △ 5.2 4.2 △ 3.1 4.4 3.1 4.0 ４

0.1 0.4 0.9 2.6 △ 1.3 2.9 △ 0.1 2.6 ５

0.5 △ 0.8 0.0 △ 1.0 △ 0.2 1.4 1.2 △ 0.0 ６

11.1 △ 0.1 △ 4.4 4.0 △ 2.8 3.7 4.6 4.1 ７

22.3 2.7 9.3 △ 5.3 △ 6.2 14.6 26.9 5.5 ①

38.0 1.0 △ 9.3 14.1 △ 6.0 6.9 5.2 9.1 ②

0.3 △ 0.6 △ 2.4 △ 0.5 △ 0.9 1.6 2.9 1.2 ③

9.6 0.2 △ 5.0 4.0 △ 3.0 3.5 2.6 3.9 ８

9.4 0.0 △ 4.9 3.9 △ 3.0 3.3 2.7 3.9 ９

△ 0.4 △ 0.7 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.7 △ 0.6 △ 0.8 10

△ 0.2 0.4 0.4 0.4 0.5 △ 0.6 0.7 0.5 11

0.0 0.0 0.0 0.0 △ 0.0 0.0 0.0 0.0 12

0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 13

1.5 △ 1.1 0.1 2.6 2.2 2.8 0.7 2.0 1'

3.3 0.5 0.8 2.6 △ 0.4 1.3 0.9 1.9 2'

2.4 △ 1.0 0.4 4.0 1.4 2.8 0.3 3.3 3'

2.4 △ 0.8 0.5 4.2 1.5 2.9 0.4 3.5 4'

項
目

項
目

実　　　　　　　　　　　数

対  前  年  度  増  加  率 　（％）
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表-10 主要経済指標(参考) 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

※製造品出荷額等 山梨県 4.6 7.5 △ 3.4 △ 28.5 22.2 △ 4.5 △ 9.1 △ 1.4 7.5 14.5 △ 7.9 12.5 「工業統計調査結果報告」山梨県

全国 6.6 7.0 △ 0.3 △ 21.0 9.0 △ 1.4 1.3 1.2 4.5 2.6 △ 3.5 5.6 「工業統計表」経済産業省

山梨県 7.3 2.5 △ 7.4 △ 30.7 37.2 1.5 △ 9.0 △ 2.2 10.6 1.7 0.7 17.7 「山梨県鉱工業指数年報」山梨県

全国 4.4 2.9 △ 3.4 △ 21.8 15.6 △ 2.8 0.7 △ 0.4 2.0 △ 1.2 0.0 3.1 「鉱工業指数年報」経済産業省

山梨県 △ 0.5 0.6 △ 5.9 △ 3.0 3.4 0.3 2.4 0.5 △ 2.2 2.3 10.3 4.6

全国 △ 2.1 △ 0.9 2.5 △ 3.3 △ 0.8 1.5 3.4 △ 0.7 △ 1.2 5.2 4.6 0.8

山梨県 0.1 0.4 2.2 △ 1.2 △ 1.0 △ 0.5 0.1 0.6 2.7 0.7 △ 0.4 0.3

全国 0.3 0.0 1.4 △ 1.4 △ 0.7 △ 0.3 0.0 0.4 2.7 0.8 △ 0.1 0.5

※国内企業物価指数　総平均 全国 増加率（％） 2.2 1.7 4.6 △ 5.2 △ 0.1 1.4 △ 0.9 1.2 3.2 △ 2.3 △ 3.5 2.3 「物価指数年報」日本銀行

山梨県 △ 10.2 △ 14.8 △ 4.9 △ 19.9 5.7 △ 6.5 2.5 17.8 △ 10.5 △ 1.3 9.1 △ 2.2

全国 2.9 △ 19.4 0.3 △ 25.4 5.6 2.7 6.2 10.6 △ 10.8 4.6 5.8 △ 2.8

山梨県 △ 2.9 △ 1.1 △ 3.6 △ 11.0 △ 4.9 △ 4.8 △ 2.7 △ 1.2 0.8 △ 1.2 △ 1.0 0.6

全国 △ 1.2 △ 1.0 △ 2.5 △ 7.0 △ 2.6 △ 1.8 △ 0.8 △ 0.4 0.9 0.4 △ 0.9 0.0

※観光入込客数 （実人数）
 山梨県 増加率（％） - - - - - △ 9.7 16.1 8.5 1.1 4.8 1.9 0.4 「山梨県観光入込客統計調査結果」

※常用雇用指数 山梨県 2.5 4.8 2.8 △ 6.1 1.5 1.2 0.5 △ 0.0 0.9 2.0 △ 0.5 0.2 「毎月勤労統計調査結果報告」山梨県

全国 1.0 2.7 3.3 1.0 0.3 0.6 0.3 0.4 0.8 1.1 0.9 1.4 「毎月勤労統計調査年報」厚生労働省

山梨県 11.1 △ 6.5 △ 5.4 △ 23.0 21.4 △ 2.5 2.8 △ 6.8 6.3 1.2 △ 1.4 7.6 「毎月勤労統計調査結果報告」山梨県

全国 3.2 2.3 △ 2.8 △ 16.5 11.3 △ 0.5 1.4 2.7 3.9 △ 1.0 △ 1.7 △ 0.1 「毎月勤労統計調査年報」厚生労働省

山梨県 1.11 1.04 0.74 0.43 0.59 0.62 0.66 0.82 0.93 1.00 1.23 1.41

全国 1.06 1.02 0.77 0.45 0.56 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.39 1.54

山梨県 1.6 2.4 1.9 2.2 0.9 4.3 2.3 2.7 2.9 0.0 3.0 3.0

全国 1.1 2.7 2.6 2.6 3.0 2.2 3.2 3.3 3.5 4.1 6.2 4.0

山梨県 △ 1.7 2.6 1.5 △ 0.2 △ 0.0 △ 1.3 0.8 △ 2.2 △ 0.2 0.4 △ 1.6 2.7

全国 0.9 1.4 4.3 △ 1.4 △ 0.6 0.9 2.2 2.5 3.3 2.8 3.0 2.4

　円の対米ドルレート 全国 円 116.9 114.2 100.5 92.8 85.7 79.1 83.1 100.2 109.9 120.1 108.4 110.8

①　※印は暦年値、その他は年度値
②　工業統計調査の平成１９年数値は、前年までの数値と接続しない
③　製造品出荷額等の平成２３年、２７年数値は、総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査結果（製造業）」
④　各指数は、平成２７暦年基準
⑤　毎月勤労統計調査（全国値）の平成２５年数値は、前年までの数値と接続しない
⑥　観光入込客数の平成２３年数値は、H22.4～12月とH23.4～12月の比較
⑦　有効求人倍率は原数値

⑧　円の対米ドルレートは、東京外国為替市場におけるインターバンク（銀行間）相場 中心相場期中平均

項　　目

対前年(度)増加率等

備　　考

生
　
　
産

増加率（％）
　 （従業者４人以上の事業所）

※鉱工業生産指数 増加率（％）

※農業産出額 増加率（％） 「生産農業所得統計」農林水産省

物
　
価

前年差 「消費者物価指数年報」総務省

需
　
　
要

　新設住宅着工数 増加率（％） 「建築統計年報」国土交通省

※大型小売店販売額
　（既存店）

増加率（％）

※消費者物価指数

日本銀行時系列統計データ検索サイト

「商業動態統計年報」経済産業省

労
　
　
　
働

増加率（％）
　 （事業所規模３０人以上）

※労働時間指数（所定外労働時間数）
増加率（％）

　 （事業所規模３０人以上）

　有効求人倍率 倍
「山梨県の労働市場の動き」
厚生労働省山梨労働局

　年度末預金残高
　（国内銀行）

増加率（％）

　年度末貸出金残高
　（国内銀行）

増加率（％）

金
　
　
融
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